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11 項　生協と他の協同組合

生協と農協の協同組合間協同
　「産直」のあり方　　
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１. 協同組合の価値・原則と「公益」追求
　　  ─社会的連帯経済の主体としての協同組合─
　国際協同組合同盟（ICA）が定めた協同組合の基本的価値（自助・自己責任・民主主義・

平等・公正・連帯）、組合員の倫理的価値（正直・公開・社会的責任・他人への配慮）の内、

倫理的価値はもちろん、その基本的価値についても、自助・自己責任以外は、組合内部に

とどまらず外部（社会）との関係に拡張されるものです。

　また、これら価値を実践に移すための指針「協同組合原則」をみると、第６原則「協同

組合間の協同」と第７原則「コミュニティ（地域社会）への関与」は、組合内部の 1 ～ 5

原則（1: 自発的で開かれた組合員制、2: 組合員による民主的管理、3: 組合員の経済的参加、

4: 自治と自立、5: 教育、訓練および広報）とは異質で、外部（社会）との関連に焦点を当

てております。「社会的・公共的利益（公益）」を追求するものです。

　このように、組合員の「共同利益（共益）」を基本にしながら、「公益」をも追求するの

が協同組合であり、それゆえ協同組合は、社会的連帯経済の主体として、社会的連帯経済

セクターを拡張する主役として位置づけられているのです。

　社会的経済・連帯経済・社会的連帯経済の定義は様々だが、それらを組み合わせると、

社会的連帯経済は、「資本主義とは別の論理の下にある、生産者・労働者・消費者・市民

らの連帯に基づく、経済的目的よりも社会的・環境的な目的を優先する経済活動」と定義

付けられます。また社会的連帯経済セクターは、「協同組合間の協同」により拡張をめざ

す協同組合セクターの範囲より広く、協同組合、社会的企業、NPO（NGO）などの協同

により拡張するものです。

　第６原則・協同組合間協同とは、「協同組合は、ローカル（地域的）、ナショナル（全国

的）、リージョナル ( 国を越えた広域的 )、インターナショナル（国際的）な組織を通じて

協同することにより、組合員に最も効果的にサービスを提供し、協同組合運動を強化する」

ことです。他の協同組合との競争ではなく協同（連帯）により、「協同組合運動を強化する」
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（協同組合セクターを拡張する）というのが、「公益」の追求に相当する部分です。

　第７原則・地域社会への関与とは、「協同組合は、組合員が承認する政策にしたがって、

コミュニティ（地域社会）の持続可能な発展のために活動する」ことです。それぞれの協

同組合が位置する（その場での事業を認められている）、地域社会への貢献であり、「公益」

追求そのものです。

２. 生協と農協の協同組合間協同─促進・阻害の要因─
　同じく ICA は、 協同組合を「共同で所有し民主的に管理する事業体を通じ、共通の経

済的・社会的・文化的なニーズと願いをかなえることを目的とする自発的に手を結んだ人々

の自治的なアソシエーション」と定義しております。この「共通の経済的・社会的・文化

的なニーズと願いをかなえる」というのが「共益」です。

　生協と農協は同じ協同組合として、 同じ価値・原則を共有することから、上記のように、

協同組合間協同の下で協同組合・社会的連帯経済セクターの拡張や地域社会への関与とい

う「公益」追求も促されます。その一方で、以下の立場の違いがそれらを阻害してしまい

ます。

　生協は特に、食材など生活物資の購買事業を通して消費者の生活の文化的経済的改善を

図る、消費者の「共益」を追求する協同組合です。また農協は特に、農産物の販売事業を

通して農業者の経済的社会的地位の向上を図る、農業者の「共益」を追求する協同組合で

す。またそれぞれが位置する地域社会も、産地における農協と生協は重なりますが、消費

地においては重ならないことが多いです。

　これらの異質さがゆえに、両者を結びつける特別な取り組みなしには、生協と農協の「協

同（連帯）」は進みません。とりわけ、消費者にとっての効用最大化「よいものをより安

く消費」と、農業者にとっての利益最大化「よいものをより高く販売」は、「よいもの（品

質）」についての食「大きな効用を得られるもの」と農「大きな利益を得られるもの」と

いう立場の違い、そしてなによりも、「より安く」と「より高く」の反対方向の最大化を

促す立場の違いが、生協（消費者）と農業（農業者）の対等な結びつき（真の「協同」の

実現）を妨げる、高いハードルになるのです。

３. 生協と農協の接近とその限界
（１）第７原則と地域協同組合化・地産地消

　近年は生協も農協も、第７原則「コミュニティ（地域社会）への関与」を重視して、そ

れぞれが位置する「地域社会」との密着度を高めております。

　農協が位置する「地域社会」は消費地でもあり、非農業者である准組合員の数が正組合
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員数を超えるなど、生活購買、信用・共済、生活文化活動などを介して、地元の消費者を

広く組織に取り込む地域協同組合化の様相を呈しております。

　また生協についても、「地域社会」に産地を含む場合はもちろん、そうでない場合も「地

域社会」の範囲を拡げて産地を取り込み、地産地消と位置づけるなど、地元の農業者の持

続可能な発展を、消費者の食生活改善の１要素と考えるようになっております。

（２）第６原則と生協産直

　生協と農協の間での第６原則「協同組合間の協同」について、様々な実践事例がありま

すが、生協産直がその代表的な事例です。農協の販売事業（販売者である農協組合員・農

業者）と生協の購買事業（購買者である生協組合員・消費者）を結びつけるものです。

　80 年代に定式化された生協産直の原則は、①「生産地と生産者が明確であること」、②

「栽培・肥育方法が明確であること」、③「組合員と生産者が交流できること」であり、現

在もこの「産直３原則」が、産直商品と通常商品を分ける従来からの基準です。

　ただ近年は、2002 年に提起された 5 つの「生協産直基準」の 3「記録・ 点検・検査に

よる検証システムを確立する」を満たす「生協産直品質保証システム」により、1「組合

員の要求・要望を基本に、多面的な組合員参加を推進する」、2「生産地、生産者、生産・

流通方法を明確にする」( 産直 3 原則①②に相当 )、4「生産者との自立・対等を基礎とし

たパートナーシップを確立する」、5「持続可能な生産と、環境に配慮した事業を推進する」

が記録・点検されているか否かが、産直商品と通常商品を分ける新たな基準になっている

ようにみえます。

（３）第６原則・第７原則と産消提携

　以上のように、生協産直によって両者の組合員同士（農業者・消費者）が接近し、農協

の地域協同組合化によって農協と「地域社会」の消費者が接近し、生協の地産地消によっ

て生協と「地域社会」の農業者が接近しております。

　さらに第 6 原則によって促された生協産直が、「産直基準」の 4「生産者との自立・対

等を基礎としたパートナーシップ」と 5「持続可能な生産」を満たせば、より範囲を拡げ

た ( 地理的距離は遠いが、心的距離は近い )「地域社会」内での産直となって第 7 原則の「公

益」を満たし、「産消提携」が実現します。それが真の（対等な／ Win-Win の）生協と農

協の間の「協同 ( 連帯 ) なのです。

　つまり、産直３原則を満たすだけでは、生協（組合員）にとっての Win「共益」にと

どまります。「持続可能な生産」への関与・貢献があってはじめて、「生産者との自立・

対等を基礎としたパートナーシップ」（「産消提携」という「公益」）が実現するのです。　
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このように、生協の経営・事業理念の下では既に、「産直」を「産消提携」へ発展させる

ことが重視されておりますが、現実的には、「提携」まで至っている事例は多くありません。

その最大の原因が、上記の「協同」阻害要因である立場の違い（生協側からみると、生協

組合員（消費者）が持つ「よいものをより安く消費」という「効用最大化理念」。その背

景にあるのが品質・価格の「競争」メカニズム）です。

４. 生協と農協を結びつける特別な取り組み
　　  ─「協同」を阻害するハードルの乗り越え方─

（１）「協同」の先進事例「共同開発米事業」と「産消提携理念」

　「産消提携」は、生協と農協の協同組合間協同の望ましいあり方の１つとして位置づけ

られます。その先進事例として、生活クラブ生協と JA 庄内みどり遊佐支店（旧遊佐町農

協）の「共同開発米事業」［山形県遊佐町の４割の農業者による「共同開発米（減農薬米、

無農薬米など）」の生産を、生活クラブの約 11 万世帯の消費者が買い支える産直提携事業］

を挙げることができます。この先進事例（2010 年調査・注 1）は、上記の生産者と消費者

の立場の違いから生じる「協同」の阻害要因（ハードル）を、いかに乗り越えているので

しょうか。

　生活クラブ生協は遊佐町農協から、市場価格（11,841 円／ 60kg）より 29％高い生産者

価格（15,275 円）で「共同開発米」を購入しています（図１）。消費者の立場としては市

場価格での購入が楽ですが、無理をして 29％高い価格で農業者を買い支えているのです。

この 29％（3,434 円）高い米の消費を、生活クラブの消費者たちは、「理念で食べている」

と表現しております。

　「要望する品質の食料を食卓に供給してくれる農業者を買い支えるべき」という理念・

規範であり、私はこれを「産消提携理念」と呼んでおります。　

（２）「共創」メカニズムによる生協と農協の重なり合い

　その「要望する品質」については、［消費者による品質の要望→生産者による新たな品

種・栽培方法の実験→消費者による新たな品質の評価→新たな品質の確立］というプロセ

スで、生活クラブ組合員が参画します。その「買い支える」については、生産者による「生

産原価」（容易に作り続けられる価格）の提示→消費者による「市場価格」（容易に食べ続

けられる価格）の参照→生産者と消費者の討議→「妥結価格」（頑張って、作り続けられる、

１）辻村英之『農業を買い支える仕組み─フェア・トレードと産消提携』第２部第３～５章、太田出版、2013
年
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食べ続けられる価格）への到達］というプロセスで、生活クラブ組合員が参画しておりま

す。私はこれを、品質・価格の「共創」メカニズムと呼んでおります。

　上記の「効用最大化理念」を生む「競争」メカニズムの反対側に、この「産消提携理念」

を生む「共創」メカニズムがあり、「よいものをより安く消費」を発現させず包み込んで

いるといえます。

　以上のように、 多くの生活クラブ組合員はただの消費者にとどまらず、「生産する（農

産物の品質・価格形成に参画する） 消費者」に昇華することで、消費者（生協）と農業者（農

協）を重ねるとともに、農業者と共に自らの食料・食卓を創り上げているという、高い当

事者意識を持つに至っております。

（３）交流で知る農業者の立場・事情

　消費者が買い支えの気持ちを持たないと、 「共創」メカニズムは機能しません。

　生活クラブ生協においては、農業者と消費者の交流がこの上なく活発です。60 ～ 70 名

の消費者が２泊３日で産地訪問する「庄内交流会」（年１回）に加え、農業者が消費地を

訪問する交流会が年 80 回、農業者を交えた生活クラブ職員の研修会が年 15 回、消費者に

よる援農が年２～３回あります。この産消交流のおかげで、農業者の努力・苦労を実体験

でき、買い支えの気持ちが芽生えるといいます。

　このことからも、「産直」から「産消提携」へと発展するためには、「産直３原則」の③「組

合員と生産者が交流できること」にとどまらず、実際に深く交流して農業者の立場・事情

を知ることが重要なのです。


